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第１章 消費生活行政の概要 

１ 沿 革 

年 月 相模原市消費者行政の沿革/国等の動向 

昭和４３年 ５月 ◆「消費者保護基本法」制定 

昭和４６年 ７月 商工課内に「消費経済係」を新設 

昭和４８年 ４月 

     １１月 

市民相談室にて消費生活相談を開始（月２回） 

「消費経済係」から「消費生活係」と名称変更 

昭和４９年 ４月 「消費生活係」から「消費生活課」に昇格設置 

昭和５２年 ８月 組織改編により市民部へ移管、「市民部市民生活課 消費生活係」と名称変更 

昭和５５年１０月 「国民生活センター 相模原事務所」が弥栄に開設 

昭和５８年１０月 南市民相談室にて「消費生活相談コーナー」設置、隔日にて相談対応 

平成 ５年 相談員の設置を日々２名体制に拡充 

平成 ９年１１月 

 

２か所目の相談窓口として、「相模原消費生活センター」をＪＲ相模原駅駅ビルに開

設、相談員も日々５名体制に拡充 

平成１０年 ４月 ◆神奈川県相模原消費生活センターが県厚木消費生活センターに統合 

平成１２年 ４月 

 

 

◆「消費者契約法」制定（Ｈ13.4 施行） 

３か所目の相談窓口として、土・日・祝日も相談対応を実施する「北消費生活セン

ター」をＪＲ橋本駅北口再開発ビルに開設、相談員も平日は７名体制に拡充 

津久井郡との広域連携に伴い、津久井郡４町の消費生活相談受入を開始 

平成１３年 ４月 町田市との広域連携に伴い、相互に来所相談者の受入を開始 

平成１５年 ４月 

 

 

中核市移行に伴い、計量事務の一部を県より移譲 

組織改編により「消費生活課」を本課とし、各消費生活センターは出先機関として

相談業務を所掌 

平成１６年 ６月 ◆「消費者保護基本法」を改正し、「消費者基本法」制定 

平成１７年 ４月 ◆「消費者基本計画」策定（Ｈ27.3 改定） 

平成１９年 ３月 消費生活課事務室を北消費生活センター（シティ・プラザはしもと）に移転 

平成２０年 ６月 
弁護士・司法書士による多重債務相談を第２、第４水曜日に開始（北消費生活セン

ターのみ） 

平成２１年 ９月 

     １２月 

◆消費者庁設置 

◆「消費者安全法」施行（Ｈ26.6 改正） 

「相模原市消費生活条例」制定（Ｈ22.4 施行） 
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年 月 相模原市消費者行政の沿革/国等の動向 

平成２２年 ４月 

組織改編により交通地域安全課と合併して「生活安全課」となり、消費生活班を新設、

消費啓発教育業務を所掌。消費生活班事務室が本庁舎に移転し、各センターは出先機関

として相談業務を所掌 

「相模原市消費生活審議会」設置 

ＰＩＯ－ＮＥＴ２０１０スタート 

平成２４年 ３月 

 

１２月 

「相模原市消費生活基本計画」策定 

「消費生活班」から「消費生活・生活環境班」に名称変更 

◆「消費者教育の推進に関する法律」施行 

平成２５年 ６月 ◆「消費者教育の推進に関する基本的な方針」閣議決定（Ｈ30.3 変更） 

平成２７年１２月 「相模原市消費生活センター条例」制定（Ｈ28.4 施行） 

平成２８年 ３月 

      ４月 

 

「相模原市消費生活基本計画」中間改訂 重点的に取り組む４つの施策を追加 

組織改編により「生活安全課」の消費啓発・教育機能と各センターの相談対応機能を統

合し、課相当の専管組織として「消費生活総合センター」（相模原消費生活センターを

改称）を設置（シティ・プラザさがみはら内） 

令和 ２年 ３月 「第２次相模原市消費生活基本計画」策定 

◆……国等の動向 

 

 

２ 消費生活センターの組織【平成３１年４月１日時点】 

 

市 民 局―消費生活総合センター  

              所長１名、総括副主幹１名、市職員３名 

   再任用職員２名、嘱託職員１名 

              相談員５名／日 

 

北消費生活センター  

所長１名、総括副主幹１名（総合センターと兼務） 

市職員１名、嘱託職員１名 

相談員１名／日 

 

             南消費生活センター  

所長１名、総括副主幹１名（総合センターと兼務） 

再任用職員１名 

相談員１名／日 

 

【事務分掌】 

（１) 消費生活に係る調査研究並びに事業の実施及び調整に関すること。 

（２) 消費生活に係る情報の収集及び提供に関すること。 

（３) 消費生活基本計画に関すること。 

（４) 消費者教育の推進に関すること。 

（５) 相模原市消費生活審議会に関すること。 

（６) 消費生活に係る相談に関すること。 
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（７) 消費者の保護に係る事業者の指導に関すること。 

（８) 消費者団体の指導及び連絡に関すること。 

（９) 計量に関すること。 

（10) 家庭用品品質表示法（昭和 37 年法律第 104 号）、消費生活用製品安全法（昭和 48 年法律

第 31 号）、電気用品安全法（昭和 36 年法律第 234 号）、ガス事業法（昭和 29 年法律第 51

号）及び液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和 42 年法律第 149

号）に規定する表示監視に関すること。 

（11) 国民生活安定緊急措置法（昭和 48年法律第 121 号）及び生活関連物資等の買占め及び売

惜しみに対する緊急措置に関する法律（昭和 48年法律第 48 号）に関すること。 

（12) 北消費生活センター及び南消費生活センターに関すること。 

 

３ 消費生活センターの概要【平成３１年４月１日時点】 

（１）消費生活総合センター 

    所 在 地   相模原市中央区相模原１－１－３ シティ・プラザさがみはら内 

（ＪＲ横浜線相模原駅 セレオ相模原４階） 

電 話：042-776-2598  ＦＡＸ：042-776-2814 

    相談時間   毎日（年末年始を除く） 午前９時～午後４時 

          電 話：042-776-2511  （第２・４金曜日は午後６時まで） 

    施設概要  平成９年１１月１日開設  面積（80.31 ㎡） 

相談室２室、事務室 

 

（２）北消費生活センター  

    所 在 地   相模原市緑区橋本６－２－１ シティ・プラザはしもと内 

（ＪＲ横浜線橋本駅北口 イオン橋本店６階） 

ＦＡＸ：042-775-1771  ※来所のみの相談のため、電話番号はなし 

    相談時間   月～金曜日（年末年始・祝日を除く） 午前９時～１２時・午後１時～４時 

    施設概要  平成１２年４月１７日開設  面積（135.22 ㎡） 

相談室３室、事務室、会議室（共用）   

 

（３）南消費生活センター  

    所 在 地   相模原市南区相模大野５－３１－１ 市南区合同庁舎３階 

ＦＡＸ：042-749-2463  ※来所のみの相談のため、電話番号はなし 

    相談時間   月～金曜日（年末年始・祝日を除く） 午前９時～１２時・午後１時～４時 

    施設概要  昭和５８年１０月１日開設  面積（48.25 ㎡） 

相談室２室、事務室   

 

４ 事業体系 

（１）新・相模原市総合計画【平成２２年３月策定】※消費生活関連部分のみ掲載 

  ア 施策 

    市民生活の安全・安心の確保 

  イ めざす姿 

    市民が消費者として自立している。 

  ウ 取組の方向 

    消費者の保護と自立の支援 

（２）消費生活基本計画【平成２４年３月策定、平成２８年３月中間改訂】 

  ア 計画の目的 
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    安全で安心できる消費生活の確保 

  イ 計画の位置付け 

    相模原市消費生活条例第９条に基づき策定された計画で、「新・相模原市総合計

画」の部門別計画に位置付けられる。 

  ウ 施策の体系 

    ５つの基本施策と１７の具体的施策で構成 

基本施策Ⅰ 消費者の安全の確保 

      １ 商品・サービスの安全性の確保   ４ 消費者取引の適正化 

      ２ 食の安全性の確保         ５ 表示の適正化 

      ３ 住まいと居住環境の安全性の確保  ６ 計量の適正化 

基本施策Ⅱ 消費者被害の救済体制の強化 

      ７ 消費生活相談の充実        ９ 多重債務問題への取組 

      ８ 消費者被害の救済 

基本施策Ⅲ 迅速な情報提供と消費者教育の強化 

     １０ 消費生活情報の充実      １２ 学習機会の提供 

     １１ 消費者教育及び啓発 

基本施策Ⅳ 環境に配慮した消費生活の推進 

     １３ 包装とごみの減量化に対する取組 

     １４ 環境の保全と地球温暖化の防止に対する取組        

基本施策Ⅴ 消費者意見の反映と連携の強化 

     １５ 消費者意見の反映       １７ 事業者団体等との連携 

     １６ 消費者団体等との連携及び育成 

 

（３）重点的に取り組むべき施策 

   ５つの基本施策に掲げた具体的施策のうち、重点的に取り組むべき施策について

指定し、着実に実現する。 

ア 消費生活情報の充実 

消費生活情報や消費者問題について、広報紙、ホームページ等の多様な媒体を

活用することにより、迅速かつ適切に発信する。 

   【取組の例】 

○市のホームページなどにおける消費生活情報の整備・充実 

○消費生活情報紙「すぱいす」やチラシ、パンフレット等による内容の充実 

○消費生活メールマガジン等の活用 

 

イ 消費者教育及び啓発・学習機会の提供 

消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理

解及び関心を深めるなど、消費者の自立に向け、主催事業や共催事業の実施、学

校や地域主催事業、消費者団体事業への講師派遣等の様々な手段により、消費者

教育の充実に努めるとともに、ライフステージ別のプログラムについて研究し、

実践する。 

【取組の例】 

○小・中学校、高校、専門学校及び大学における消費者教育の実施 

○地域における消費者啓発の充実 

○事業所における消費者教育の支援 

○消費生活学習事業の実施 
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ウ 高齢者等に対する見守りの推進 

    高齢者支援センターや民生委員・児童委員、自治会、事業者団体など地域にお

ける多様な主体と連携を図り、消費者被害の未然防止及び早期の発見と救済を図る。 

【取組の例】 

○高齢者支援センター、民生委員・児童委員、自治会等との連携による見守りを

必要とする高齢者等における消費者被害の早期発見と相談対応の実施 

○見守りに携わる関係機関等への積極的な情報提供による消費者被害の防止 

 

エ 消費生活相談の充実 

    消費生活相談に対する窓口の整備を行い、より迅速かつ的確な相談体制を確立

するとともに、関係機関等と情報交換や迅速な情報提供による被害の未然防止と救

済体制の強化を図る。 

【取組の例】 

○消費生活センター及び相談事業の周知 

○消費生活センターの機能強化 

○相談員の人材育成 
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第２章 市民参加による消費者行政 

 関連団体・機関との協働の観点から、行政の情報・考え方を明らかにして消費者行政のあり方の

議論を深め、また、事業展開を図った。 
 

１ 消費生活審議会の開催 

［設置目的］ 

   消費生活基本計画等の意見を答申するとともに、消費生活に関する重要な事項について、市

長の諮問に応じて調査審議し、答申又は意見を建議する。（定数１５名以内） 

 

［委  員］（全１４名）：任期 平成３０年７月１日～令和２年６月３０日 

 

   1. 消費者 

     《公募委員》             木村亜友美 塚田久美子 

《さがみはら消費者の会》       石川冬子 

《相模原市生活協同組合運営協議会》  田口めぐみ 

   2. 事業者 

     《相模原商工会議所 商業部会》    武内英雄 

     《相模原商工会議所 金融保険業部会》 若林浩之 

《津久井地域商工会連絡協議会》    井上智 

《(一社)相模原市商店連合会》     浦上裕史 

   3. 学識経験のある者 

     《神奈川県弁護士会》         佐々木敏尚 

《神奈川県司法書士会》        八木貴弘 

《相模女子大学教授》         山口由紀子 

《東京家政学院大学教授》       上村協子 

《明治大学法科大学院教授》      中山幸二 

   4. 市長が特に必要と認める者 

     《(独)国民生活センター》       宗林さおり 

 

［開催状況］ 

回数 開催日 議    題 

第１回 R1.6.14（金） 

・相模原市の消費者行政の概要について 

・平成３０年度消費生活基本計画年次報告書について 

・次期消費生活基本計画について 

第２回 R1.9.13（金） ・次期消費生活基本計画について 

第３回 R2.2.28（金） （×）新型コロナウイルス感染症の影響により中止 

○消費者被害の救済を目的とした被害救済部会 

回数 開催日 議    題 

第１回 R2.2.28（金） （×）新型コロナウイルス感染症の影響により中止 
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○次期消費生活基本計画を策定するための検討部会 

回数 開催日 議    題 

第１回 R1.5.27（月） ・次期消費生活基本計画について 

第２回 R1.7.22（月） ・次期消費生活基本計画について 

  

２ 協働による消費生活事業の実施 
（１）消費者月間事業 

[趣 旨] 

消費者の利益を守り、豊かな社会生活を築くためには、行政・事業者・消費者がそれぞれの役

割を自覚することが大切であるという趣旨で、昭和４３年５月３０日に「消費者保護基本法」

（現：消費者基本法）が施行され、昭和６３年に同法の制定２０周年を記念して定められた５月

の「消費者月間」に合わせて、講演会等の事業を実施している。 

平成３１年度の統一テーマは『ともに築こう 豊かな消費社会 ～誰一人取り残さない 2019

～』とされ、消費者団体などの協力を得て講演会やパネル展示を実施し、市民の消費生活の向上

と消費者意識の高揚を図る機会とした。 

 

ア 消費者月間特別事業  

  ［日 時］ 令和元年５月１８日（土） 午前１０時００分～１２時１５分 

  ［会 場］ （独）国民生活センター 相模原事務所 

  ［内 容］  

テーマ 時間 参加者 講師 

第１部 消費者被害防止演劇 
午前１０時００分 

～１１時００分 
３６名 弥栄中学校演劇部 

第２部 商品テスト施設見学会 
午前１１時１５分 

～１２時１５分 
３８名 

(独)国民生活センター 

商品テスト部 

  ［共 催］ （独）国民生活センター 

 

イ 広報さがみはらの掲載 

   ［掲載日］ 令和元年５月１日号 

   ［内 容］ 消費者月間特別事業の案内 

 

ウ 啓発動画の庁舎内放送 

   ［期 間］ 令和元年５月１日（水）～３１日（金） 

［内  容］ 消費者トラブル防止を目的とした啓発動画の放映 

 

エ タウンニュースの掲載 

［掲 載日］ 令和元年５月１６日号 

［内  容］ 消費者月間特別事業の案内（緑・中央・南区版） 

 

オ メールマガジンの配信 

［配信日］ 令和元年５月１日（水） 

［内 容］ 消費者月間の趣旨及び消費者月間特別事業の案内 
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（２）みんなの消費生活展（第５１回） 

［趣 旨］ 

消費者に「消費生活に必要な情報」を提供する機会を設け、確かな知識や判断力を身につけ、

情報を正しく理解し、適切な行動ができるような自立した消費者となるためのきっかけの場と

なることを目的に開催した。 

 ［開催日］ 令和元年１０月１８日（金）、１９日（土）午前１０時～午後４時 

 ［会 場］ ミウィ橋本５階 インナーガーデン 

［来場者］ １，０７０名   

［内 容］ 

・出展団体によるブース展示 

・スタンプラリー 

展示内容に関するクイズに挑戦してもらい、２０１５年国連で採択した持続可能な開発目

標（ＳＤＧｓ）のロゴマークを象ったスタンプを押して周回するもの。ゴールした人には景

品（おもちゃ、お菓子等）をプレゼント    

・ステージイベント 

【１日目】 

ボッチャ体験会（市職員） 

ステージコンサート（Ｌｕａｎｎ） 

ふくしまの今を語る人講演会（講師：三浦広志氏） 

   【２日目】 

ふくしまの今を語る人講演会（講師：山際博美氏） 

ステージコンサート（フルートアンサンブル ロアンブリーゼ） 

チアダンス（Ｌｕｃｋｙ ＣＬＯＶＥＲＳ） 

［協力団体] （１２団体） 

相模原市生活協同組合運営協議会、さがみはら消費者の会、相模女子大学、東京ガス（株）

神奈川西支店、東京家政学院大学、神奈川県消費生活課、神奈川県金融広報委員会、（独）国

民生活センター、さがみはら農産物ブランド協議会、（一社）森・モノづくり研究所、桂川・

相模川流域協議会、（一財）関東電気保安協会神奈川事業本部相模原事務所 

 

（３）消費社会を考えるシンポジウム 

［趣 旨］  

次期消費生活基本計画の策定に合わせ、この計画の周知を図るとともに、消費者、事業者及

び行政が共により良い社会を形づくる主体であることを共有する機会として実施した。 

［開催日］ 令和元年１１月２０日（水） 午後７時～９時 

［会 場］ 杜のホールはしもと 多目的室 

［内 容］ 基調講演 

テーマ：「エシカルなコーヒーとサステナブルな未来への取り組み」 

講演者：普川 玲氏（ スターバックス コーヒー ジャパン 株式会社 サプライチェーン本部購買部 エシカルソーシング・サステナビリティチームマネージャー ） 

 

パネルディスカッション 

テーマ：「持続可能な社会と私たちの暮らし」 

コーディネーター：上村 協子氏（消費生活審議会会長／東京家政学院大学教授） 

パネリスト：普川  玲氏（スターバックスコーヒージャパン（株）チームマネージャー） 

      斉藤 奈美氏（ (NPO 法人)さがみはら環境活動ネットワーク会議 理事・事務局長） 

      香川 陽介氏（桜美林大学 学生） 

 ［参加者］ ５０名 
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第３章 情報・学習機会の提供事業 
 消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解及び関心を深め、

自立した消費者の育成のため、広報紙、ホームページ等多様な媒体を活用して情報を発信するとと

もに、主催事業や共催事業の実施や講師派遣等、消費者教育の充実を図った。 

 

１ 学習機会の提供 

［趣 旨］ 

   消費生活に関する身近な問題など、消費者意識の向上や消費者被害を未然に防止するための

講座等を開催するとともに、住民自治団体及び消費者団体等が自主的に企画した講座等へ講師

を派遺した。 

（１）講師派遣事業（講師：消費生活相談員） 

 開催日 開催テーマ 人数 申請団体名 

1 4 月 10 日(水) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 障害者編～  
9 manaby 相模原駅前事業所  

2 4 月 15 日(月) 
分かっているようでわからない「健康

食品」 ～ほんとに効果があるの？～  
30 

松葉町民生委員・児童委員協

議会  

3 4 月 18 日(木) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～  
11 サロン畑ヶ中  

4 4 月 20 日(土) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～  
14 みらいカフェ  

5 4 月 24 日(水) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～  
27 地域包括ケア推進課  

6 4 月 30 日(火) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～  
30 北央医療生協 西部支部  

7 5 月 8 日(水) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
27 地域保健課 

8 6 月 3 日(月) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 若者編～ 
181 和泉短期大学 

9 6 月 6 日(木) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
10 

ウーマンコミュニケーション

ズ 

10 6 月 12 日(水) 
食品表示の理解とチェック ～障害者

編～ 
20 

障害者支援センター多機能型

事業所 

11 6 月 14 日(金) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
12 田名高齢者支援センター 

12 6 月 27 日(木) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 障害者編～ 
20 

特定非営利活動法人グループ

ピコ ピコワークス 就労移

行支援 

13 7 月 06 日(土) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
31 田名地区社会福祉協議会  

14 7 月 10 日(水) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
7 相原地域包括支援センター 

15 7 月 12 日(金) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
13 宮下いきいきサロン 

16 7 月 13 日(土) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
40 陽光台公民館 
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17 7 月 23 日(火) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
30 大沢高齢者支援センター 

18 7 月 29 日(月) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
12 

東芝健康保険組合 林間訪問

看護ステーション 

19 7 月 31 日(水) 
スマートフォンとトラブル ～障害者

編～ 
18 

障害者支援センター多機能型

事業所 

20 8 月 5 日(月) 食品添加物について ～障害者編～ 8 
児童発達支援 放課後等デイ

サービス 和のっこ 

21 8 月 6 日(火) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
30 

ふれあいいきいきサロンひば

り会 

22 8 月 13 日(火) 食品添加物について 12 
ＮＰＯ法人 男女共同参画さ

がみはら 

23 8 月 14 日(水) お金と契約 ～小、中学生編～ 11 
ＮＰＯ法人 男女共同参画さ

がみはら 

24 8 月 27 日(火) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
10 

相模台第１高齢者支援センタ

ー 

25 9 月 3 日(火) 
スマートフォンとトラブル ～小学生

編～ 
161 清新小学校 

26 9 月 7 日(土) 
カード会社の落とし穴 ～多重債務に

陥らないために～ 
20 

城山公民館成人学級準備委員

会 

27 9 月 9 日(月) 
スマートフォンとトラブル ～障害者

編～ 
29 デイケアかしの木 

28 9 月 11 日(水) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
14 

株式会社 Vivant グループ 

きずなステーション 

29 9 月 13 日(金) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
12 さがみはら消費者の会 

30 9 月 26 日(木) 
分かっているようでわからない「健康

食品」 ～ほんとに効果があるの？～ 
32 麻溝公民館  

31 9 月 26 日(木) 
分かっているようでわからない「健康

食品」 ～ほんとに効果があるの？～ 
44 

上鶴間公民館高齢者学級（常

緑樹学級） 

32 9 月 27 日(金) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
12 中央高齢者相談課 

33 10 月 8 日(火) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 若者編～ 
229 上溝高等学校 

34 10 月 11 日(金) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
27 

上溝地区民生委員・児童委員

協議会 

35 10 月 16 日(水) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
28 ほっとほっとカフェ 

36 10 月 17 日(木) 
分かっているようでわからない「健康

食品」 ～ほんとに効果があるの？～ 
42 中央公民館 

37 10 月 23 日(水) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
25 

上鶴間公民館高齢者学級（常

緑樹学級） 

38 10 月 24 日(木) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
20 老人福祉センター渓松園 
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39 10 月 24 日(木) 
スマートフォンとトラブル ～保護者

編～ 
40 清新ブロック協議会 

40 10 月 27 日(日) SDGｓ（持続可能な開発目標） 10 ままままのわ 

41 11 月 02 日(土) 
カード会社の落とし穴 ～多重債務に

陥らないために～ 
24 星が丘公民館 

42 11 月 19 日(火) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
10 田名高齢者支援センター 

43 11 月 21 日(木) 
分かっているようでわからない「健康

食品」 ～ほんとに効果があるの？～ 
20 星が丘公民館 

44 11 月 21 日(木) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 若者編～ 
229 上溝高等学校 

45 11 月 26 日(火) 
食品表示の理解とチェック（消費者の

権利と責任） 
90 弥栄中学校 

46 11 月 27 日(水) 
スマートフォンとトラブル ～保護者

編～ 
18 大野南公民館 

47 11 月 29 日(金) 
食品表示の理解とチェック（消費者の

権利と責任） 
91 弥栄中学校 

48 12 月 11 日(水) お金と契約 ～小、中学生編～ 123 大野台中央小学校 

49 12 月 16 日(月) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
12 すすきの自治会 福祉部 

50 12 月 17 日(火) 
分かっているようでわからない「健康

食品」 ～ほんとに効果があるの？～ 
19 園寿クラブ 

51 12 月 19 日(木) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 若者編～ 
350 上鶴間高等学校 

52 12 月 27 日(金) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
31 若沼自治会 

53 1 月 14 日(火) お金と契約 ～小、中学生編～ 129 谷口台小学校 

54 1 月 15 日(水) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 障害者編～ 
25 相模原養護学校（橋本分教室） 

55 1 月 15 日(水) お金と契約 ～小、中学生編～ 97 中野中学校 

56 1 月 16 日(木) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 障害者編～ 
15 相模原養護学校（橋本分教室） 

57 1 月 25 日(土) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
18 相原高齢者支援センター 

58 1 月 28 日(火) お金と契約 ～小、中学生編～ 75 中央中学校 

59 1 月 29 日(水) 
お金と契約 ～小、中学生編～ （消

費者の権利と責任） 
116 麻溝台中学校 

60 1 月 30 日(木) お金と契約 ～小、中学生編～ 74 中央中学校 

61 1 月 31 日(金) お金と契約 ～小、中学生編～ 74 中央中学校 
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62 2 月 5 日(水) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 障害者編～ 
61 相模原養護学校（本校） 

63 2 月 8 日(土) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
7 デイサービスゆずの実 

64 2 月 17 日(月) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 見守り編～ 
17 成年後見安心センター 

65 2 月 20 日(木) 
あなたを狙う悪質商法 ～こんな商法

にご用心 高齢者編～ 
28 大沢高齢者支援センター 

66 2 月 20 日(木) お金と契約 ～小、中学生編～ 188 麻溝台中学校 

67 2 月 21 日(金) お金と契約 ～小、中学生編～ 104 共和小学校 

合  計 3,403  

  ※上記のほか、新型コロナウイルス感染症の影響により計６回の講座を中止とした。 

 

（２）消費生活講座 

 【夏休み子ども消費者教室】 

   ［趣 旨］ 小学生を対象に、実習等を通して消費者として必要な知識を身につける機会と

した。 

［日 時］ 令和元年８月２１日（金） 午前１０時～午後４時１０分 

［会 場］ （独）国民生活センター 相模原事務所 

［内 容］ 

テーマ 時間 タイトル 講師 

①計量の啓発 
午前１０時 

～１１時５０分 
棒はかりを作ってみよう！ 

(公社)神奈川県計量協会 

計量普及部会 

②消費者行動の啓発 
午後０時４０分 

～２時３０分 
旅行すごろくで楽しく学ぼ

う！お金の使い方 

相模女子大学 

山口教授及び大学生 

③国民生活センター 

 の周知 

午後２時４０分 

～４時 
商品テスト施設見学 

(独)国民生活センター 

商品テスト部 

   ［参加者］ 市内在住・在学の小学生 １９名 

         （５年生：１２名 ６年生：６名 ２年生：１名） 

保護者 ５名 

  ［共 催］ （独）国民生活センター 

 

（３）大学等との消費者被害防止のための懇談会 

 ［趣 旨］ 若年層の消費者被害が増加している現状や成年年齢引き下げを見据え、市内大学等

の学生担当者と行政が集い、被害の実態や市の消費者行政などについて意見を交換

し、今後の学生に対する指導の一助とするため懇談会を開催した。 

 ［日 時］ 令和２年１月２４日（火）午後２時～４時 

 ［会 場］ 北消費生活センター会議室 

 ［参加者］ 青山学院大学、麻布大学、和泉短期大学、桜美林大学、北里大学、女子美 

術大学、医療ビジネス観光福祉専門学校、相模原看護専門学校、相模原調

理師専門学校 
［内 容］ ①若者の消費生活相談の状況 

②情報提供（学生に多いトラブル事例の紹介） 

③各大学の状況及び情報交換  
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（４）消費者教育の補助資料作成 

【地方消費者行政強化交付金を活用】 

 ［趣 旨］ 小中学校の授業で使用する補助教材として、消費生活の基本となる契約について分

かりやすく説明した動画を作成した。 

 ［内 容］ マルオ君の消費者ものがたり 成年年齢編 

 ［協 力］ 中央中学校演劇部 

 

（５）若年層に向けた金融教育支援事業 

   【相模原市協働事業提案制度を活用】 

 ［趣 旨］ 高校生が正しい金融知識・ライフプランの知識を学び、健全な社会人・相模原市民

として育成されることを目的に、専門家と連携して授業を実施した。 

 ［団 体］ 神奈川県ファイナンシャルプランナーズ協同組合 

 ［実施校］ 相模原青陵高等学校 ７回（３年生：２４０名） 

       城山高等学校   １０回（３年生：延べ５００名） 

 

２ 情報の提供 

 ［趣 旨］ 各種広報媒体や啓発資料の作成及び配布等により、悪質商法による被害の未然防止

や消費生活センターの周知を図るとともに、消費生活に関する様々な情報の提供を

実施した。 

 

（１）広報紙や啓発物品等による情報提供 

ア ぱど（相模原中央・緑版、相模原南版）への広告掲載 

【地方消費者行政強化交付金を活用】 

［内 容］ 

≪４月２６日号≫ 東京オリンピック観戦チケットの転売等について 

≪９月１３日号≫ 電気契約の切り替えトラブル等について 

イ 広報さがみはらへの記事掲載 

［内 容］ 

≪ ５月 １日号≫ 消費者月間の案内 

≪ ７月 １日号≫ 金融詐欺にご注意！ 

≪ ７月１５日号≫ 「夏休み子ども消費者教室」の開催案内 

≪ ９月 １日号≫ 高齢者被害防止キャンペーン月間の案内 

≪１０月 １日号≫ 「みんなの消費生活展」の開催案内 

≪１０月１５日号≫ 「消費生活基本計画策定シンポジウム」の開催案内 

≪１２月１５日号≫ 次期消費生活基本計画のパブリックコメント募集案内 

≪ １月 １日号≫ 成人を迎える君たちへ 消費者トラブルに注意！ 

  ウ タウンニュース（相模原市緑区版、中央区版、南区版）への記事掲載 

【地方消費者行政強化交付金を活用】 

［内 容］ 

≪ ５月１６日号≫ 消費者月間事業開催案内 

≪ ６月 ６日号≫ 高齢者がはこんな悪質商法に狙われています 

≪ ７月 １日号≫ 高齢者の悪質商法被害 見守りチェックポイント【家の中編】 

≪ ８月 ２日号≫ 高齢者の悪質商法被害 見守りチェックポイント【家の外編】 

≪ ９月 ５日号≫ 高齢者被害防止キャンペーン月間周知 

≪１０月 ３日号≫ 無料点検から高額な契約へ？！ 

   ≪１１月 ７日号≫ 本当に自己負担なく修理できるの？ 

≪１２月 ５日号≫ パソコンが動かなくなっちゃった？！ 

≪ １月 １日号≫ 消費者トラブルの相談について 

≪ ２月 ７日号≫ 電力会社を切り替えるつもりはなかったのに 



 

 14  

  エ 消費生活情報紙「すぱいす」の発行（各回２，５００部 Ａ４版カラー４頁） 

[内  容]   

掲 載 号 主 な 掲 載 内 容 

１２３号 

（令和元年７月発行） 

・平成３０年度消費生活相談概要 

・チケットトラブル急増中 

・夏休み子ども消費者教室 

１２４号 

（令和元年１０月発行） 

・ＳＤＧｓ特別号！ 

・消費生活総合センターの事業紹介 

・消費生活基本計画策定シンポジウム案内 

１２５号 

（令和２年１月発行） 

・インターネットトラブルに注意！ 

・考えてみませんか？デジタル終活 

１２６号 

（令和２年４月発行） 

・賃貸借契約に関するルールが明確になりました 

・賃貸アパートの原状回復はどこまでしなければならないの？ 

・消費者月間についてのお知らせ 

   [配 布 先]  公民館、高齢者支援センター、まちづくりセンター、その他公共施設等 

 

オ 啓発物品の作成【地方消費者行政強化交付金を活用】 

 ［内  容］ 消費生活センターの案内等を記載した啓発物品を作成し、主催事業等で配布 

［作成物品］ エコバッグ、ボールペン、メモ帳 

［作成個数］ 各８００～２０００個 

 

カ 庁内発行物における消費生活センター周知等に関する記事の掲載 

［内  容］ 各担当課等にて作成された啓発冊子等に消費生活相談に関する情報を掲載 

［掲 載 先］ 

掲載冊子等 担当課 内容 

緑区ガイドマップ 緑区地域振興課 北消費生活センターの場所と連絡先 

中央区ガイドマップ 中央区地域振興課 消費生活総合センターの場所と連絡先 

南区ガイドマップ 南区地域振興課 南消費生活センターの場所と連絡先 

タウンページ 広聴広報課 消費生活センターの連絡先 

「私たちの相模原」 

中学校社会科副読本 
生涯学習センター 

消費生活センター及び国民生活センター等

の紹介 

高齢者のための 

ふれあい福祉ガイド 
高齢政策課 

点検商法や送りつけ商法などの注意喚起 

消費生活センターの連絡先 

生涯学習 

まちかど講座 
生涯学習センター 講座及び講演会の情報提供 

青少年健全育成啓発 

リーフレット 
こども・若者支援課 

インターネットに関連した契約トラブル事

例の紹介等 

 

（２）常設展示等による情報提供 

ア 北消費生活センター展示室 

［常設展示］ 架空請求や多重債務相談のパネル、相談の多い事例の紹介等 

［期間展示］ 高齢者被害防止月間（９月）や若者被害防止月間（１～３月）におけるテー

マに沿った事例等の紹介 

平成３１年度：高齢者に多い消費者トラブル、若者に多い消費者トラブル事

例や対処法に関するパネル展示 
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イ 消費生活総合センター及び北消費生活センター所蔵図書等 

［内  容］ 相模原市消費生活総合センター及び北消費生活センターに消費生活

に関わる図書及びＤＶＤ等を所蔵し、貸し出しを行う 

［蔵 書 数］ 相模原市消費生活総合センター：ＤＶＤ８６本 

北消費生活センター：図書５０４冊、ビデオ４５本、ＤＶＤ３１本 

 

（３）電子媒体による情報提供 

ア ホームページに消費生活に関する各種情報を掲載  

［内  容］ ・注意喚起情報          ・消費生活相談窓口 

・消費生活トラブル事例と対処法  ・消費者行政に関するお知らせ 

・消費生活講座、啓発物      ・計量、表示、製品事故情報 など 

 

イ 動画広告の作成・放送 

【地方消費者行政強化交付金を活用】 

［内  容］ 消費者トラブルの注意喚起及び相談窓口の案内（１５秒または３０秒） 

［放 映 先］ ＪＲ横浜線運行車両内、神奈川中央交通バス相模原営業所格納バス内、市役

所本庁舎、緑区合同庁舎、南区合同庁舎 

［放送時期］ 令和元年５月、９月、令和２年３月 

 

ウ メールマガジンの配信 

【地方消費者行政強化交付金を活用】 

   ［配信内容］ 悪質商法事例の注意喚起や消費生活イベント等、消費生活に関わる情報 

   ［配信者数］ ２８５人（前年比４５人増） 

   ［配信回数］ ６０回 

 

（４）高齢者等への情報提供及び見守りの推進 

［趣  旨］ 

  悪質商法による高齢者等の消費者被害防止のため、高齢者等を見守る方に向けて、啓発

資料の作成及び配布や消費生活相談事例の情報提供等を実施した。 

 

ア 啓発資料の作成及び配付 

     見守り主体と連携して、敬老事業や戸別訪問事業にあわせて、高齢者宅へ啓発チラシを

配付し、消費者被害の防止及び早期発見、消費生活相談窓口の周知を図った。 

［配 付 先］ 敬老事業、戸別訪問事業の対象者  ［配付地区］ 市内２２地区 

［配 付 数］ ４２，７８６枚 

［連 携 先］ 民生委員・児童委員協議会、社会福祉協議会 

 

イ 消費者被害防止啓発キャンペーン 

     見守り主体と連携して、地域のイベント等に出向き、啓発グッズを配布しながら、消費

生活相談窓口の案内及び見守りの呼びかけを行った。 

 

  〇相模台地区における啓発キャンペーン 

［日  時］ 令和元年６月１４日（金）午前１０時～１１時 

［場  所］ 相模台まちづくりセンター、相模台郵便局、平塚信用金庫相模原支店前 

［連 携 先］ 相模台地区民生委員・児童福祉協議会、相模台地区社会福祉協議会 
○橋本七夕まつりにおける啓発キャンペーン 

［日  時］ 令和元年８月２日（金）午後２時～４時 

［場  所］ 橋本七夕まつり会場内、民生委員・児童委員ブース 

［連 携 先］ 橋本地区民生委員・児童委員協議会、橋本地区社会福祉協議会 
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  ○星が丘地区ふれあいフェスティバルにおける啓発キャンペーン 

［日  時］ 令和元年１０月２７日（日）午前１０時３０分～午後０時３０分 

［場  所］ 星が丘小学校内、民生委員・児童委員ブース 

［連 携 先］ 星が丘地区民生委員・児童委員協議会、星が丘地区社会福祉協議会 

 

ウ 高齢者のトラブル事例等の情報提供及び見守り実施の呼びかけ 

   ［提 供 先］ 民生委員・児童委員協議会、老人クラブ連合会、高齢者支援センター、 

          社会福祉協議会 

   ［内  容］ 各団体の会議に出席し、トラブル事例の紹介や出前講座の案内などを実施。 

 

エ 高齢者や障害者の消費者被害防止に関する出前講座（再掲（講師派遣事業の一部）） 

  地域の様々な主体を対象に、消費者被害の防止を目的として出前講座を実施した。 

     ・高齢者本人に向けた出前講座の開催・・・・・・・・・・・・・・・１４回 

・高齢者支援センター等見守りの担い手に向けた出前講座の開催・・・１５回 

     ・障害者に向けた出前講座の開催・・・・・・・・・・・・・・・・・・５回 

 

オ その他 

独立行政法人国民生活センター主催の研修について、地域包括ケア推進課を通じて高齢

者支援センターへ案内を送付。 

   ［講 座 名］ 地域の見守りネットワーク推進のための講座 
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第４章 消費者の保護事業 
 消費者行政の基本は、「消費者の自立」であるが、被害に遭う多くの消費者が存在することも見

過ごすことはできない。相談・斡旋業務を充実させるとともに、ここで捉えた市民の課題を教育事

業などへ反映させることを重視していく。また、消費生活問題の解決のためには、行政だけでなく

市民団体の活動が重要かつ有効であり、その核となる消費者団体の育成・支援に取り組んだ。 

計量や表示について事業者にその適正化を図ることも、消費者保護の観点から実施した。 

 

 

１ 消費生活相談体制の充実・強化と事業への反映 
（１）消費生活相談 

  消費生活に関する相談や苦情の受付等をすることにより、市民の消費生活の安定向上と適正な

商品サービスの普及育成を図るため、消費生活相談員による相談業務を実施した。 

ア 相談概要 

   ① 相談件数 

年 度 件 数 前年度比 

３１   ６,４６５件 ８９．９％ 

３０ ７,１９５件 １３１．６％ 

２９ ５,４６７件 ９５．９％ 

２８ ５,７００件 １０３．１％ 

２７ ５,５２６件 ９９．８％ 

 

   ② 区別内訳 

区 ３１年度（令和元年度） ３０年度 前年度比 

緑 区 １，３５６件(21.0%) １，５７４件(21.9%) ８６．１％ 

中央区 ２，４７５件(38.3%) ２，６６３件(37.0%) ９２．９％ 

南 区 ２，３７５件(36.7%) ２，６５０件(36.8%) ８９．６％ 

市 内 ５７件( 0.9%) ８９件( 1.2%) ６４．０％ 

市外・不明 ２０２件( 3.0%) ２１９件( 3.0%) ９２．２％ 

合 計 ６，４６５件( 100%) ７，１９５件( 100%) ８９．８％ 

 

③ 相談方法 

相談方法 ３１年度（令和元年度） ３０年度 前年度比 

電 話 ５，６９２件(88.0%) ６，０８８件(84.6%) ９３．４％ 

来 所 ７７３件(12.0%) １，１０７件(15.4%) ６９．８％ 

合 計 ６，４６５件( 100%) ７，１９５件( 100%) ８９．８％ 

 

④ 種  別 

種 別 ３１年度（令和元年度） ３０年度 前年度比 

苦 情 ５，９１５件(91.5%) ６，６０２件(91.8%) ８９．５％ 

問合せ ５５０件( 8.5%) ５９３件( 8.2%) ９２．７％ 

合 計 ６，４６５件( 100%) ７，１９５件( 100%) ８９．８％ 
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⑤ 処置内容別   （  ）は各年度の苦情件数との割合。（R2.5.15 現在） 

処理結果 ３１年度（令和元年度） ３０年度 前年度比 

他機関紹介 ５３件( 0.8%) １９件( 0.2%) ２７８．９％ 

助言（自主交渉） ３，６３１件(57.2%) ４，３２３件(65.5%) ８３．９％ 

その他情報提供 ２，０６８件(32.6%) １，６９９件(25.8%)  １２１．７％ 

あっせん解決 ３４２件( 5.4%) ３０３件( 4.6%) １１２．８％ 

あっせん不調 ２８件( 0.4%) ２５件( 0.4%) １１２．０％ 

処理不能 ５２件( 0.8%) ４３件( 0.7%) １２０．９％ 

処理不要 １７６件( 2.8%) １８２件( 2.8%) ９６．７％ 

合 計 ６，３５０件( 100%) ６，５９４件( 100%) ９６．３％ 

          

イ 相談内容（苦情相談の内訳） 

①  年代別（契約当事者）                     
年 代 ３１年度（令和元年度） ３０年度 前年度比 

２０歳未満 ６１件( 1.0%) １１４件( 1.7%) ５３．５％ 

２０代 ４６２件(7.8%) ４６０件( 7.0%) １００．４％ 

３０代 ５１６件( 8.7%) ４８０件( 7.3%) １０７．５％ 

４０代 ９３２件(15.8%) ７６８件(11.6%) １２１．３％ 

５０代 １，１２１件(19.0%) ９８１件(14.9%) １１４．２％ 

６０代 １，００７件(17.0%) １，４３９件(21.8%) ６９．９％ 

７０歳以上 １，５４９件(26.2%) １，８０４件(27.3%) ８５．８％ 

団体・不明 ２６７件( 4.5%) ５５６件( 8.4%) ４８．０％ 

合 計 ５，９１５件(100%) ６，６０２件( 100%) ８９．５％ 

 

 

   参 考 

   令和元年度 年齢別人口構成 （令和２年１月１日時点の調査による） 

年 代 人口 割合 

２０歳未満 １１６，０８５ １６．１％ 

２０代 ８２，９１０  １１．５％ 

３０代 ８１，２８４  １１．２％ 

４０代 １１２，０８５ １５．５％ 

５０代 ９８，３７５  １３．６％ 

６０代 ８２，７８２ １１．５％ 

７０歳以上 １４３，２２４ １９．８％ 

不詳 ６，０６９ ０．８％ 

合 計 ７２２，７９６ １００．０％ 
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②  職業別（契約当事者） 
職 業 ３１年度（令和元年度） ３０年度 前年度比 

給与生活者 ２，１８６件(37.0%) ２，０５１件(31.1%) １０６．５％ 

自営・自由 １９２件( 3.2%) ２１８件( 3.3%) ８８．０％ 

家事従事者 １，４２３件(24.1%) ２，２１０件(33.5%) ６４．３％ 

学  生 ２５９件( 4.4%) ２１８件( 3.3%) １１８．８％ 

無  職 １，３０８件(22.1%) １，３５１件(20.5%) ９６．８％ 

行政機関 １件( 0.0%) ０件( 0.0%) ― 

企業・団体 １１３件( 1.9%) １３１件( 1.9%) ８６．２％ 

不明・無回答 ４３３件( 7.3%) ４２３件( 6.4%) １０２．３％ 

合 計 ５，９１５件( 100%) ６，６０２件( 100%) ８９．５％ 

 

③  内容別分類（契約当事者）         （※複数内容のため件数超過） 
内 容 ３１年度（令和元年度） ３０年度 前年度比 

安全・衛生 １３２件( 1.7%) １１７件( 1.4%) １１２．８％ 

品質・機能・役務品質 ６７６件( 8.6%) ６７７件( 8.0%) ９９．８％ 

法規・基準 ３１件( 0.4%) ２２件( 0.3%) １４０．９％ 

価格・料金 ２０５件( 2.6%) １７３件( 2.1%) １１８．４％ 

計量・量目 ５件( 0.0%) ４件( 0.0%) １２５．０％ 

表示・広告 ２０６件( 2.6%) １７５件( 2.1%) １１７．７％ 

販売方法 １，５８３件(20.0%) １，５６７件(18.6%) １０１．０％ 

契約・解約 ４，５２９件(57.3%) ５，２０８件(61.8%) ８６．９％ 

接客・対応 ５２８件( 6.7%) ４６４件( 5.5%) １１３．７％ 

包装・容器 ４件( 0.0%) ８件( 0.1%) ５０．０％ 

施設・設備 ６件( 0.1%) ７件( 0.1%) ８５．７％ 

合 計 ７，９０５件( 100%) ８，４２２件( 100%) ９３．８％ 

    

④  販売購入形態（契約当事者） 
販売購入形態 ３１年度（令和元年度） ３０年度 前年度比 

店舗購入 ９４８件(16.0%) ９６８件(14.7%) ９７．９％ 

訪問販売 ５７０件( 9.6%) ５４６件( 8.3%) １０４．３％ 

通信販売 １，７４５件(29.5%) １，４９１件(22.6%) １１７．０％ 

マルチ・マルチまがい ６６件( 1.1%) ６８件( 1.0%) ９７．０％ 

電話勧誘 ２２１件( 3.7%) １８０件( 2.7%) １２２．７％ 

ネガティブ・オプション ２件( 0.1%) ３件( 0.0%) ６６．６％ 

訪問購入 ３０件( 0.5%) ３９件( 0.6%) ７６．９％ 

その他無店舗 １５件( 0.3%) ２０件( 0.3%) ７５．０％ 

不明・無関係 ２，３１８件(39.2%) ３，２８７件(49.8%)  ７０．５％ 

合  計 ５，９１５件( 100%) ６，６０２件( 100%) ８９．５％ 
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⑤ 年度別相談内容（契約当事者） 
年 度 １ 位 ２ 位 ３ 位 ４ 位 ５ 位 

３１ 

(5,915) 

商品一般 

(１，３１１) 

デジタルコンテンツ 

 (４４６) 

工事・建築 

（２３０） 

不動産貸借 

（２１９） 

他の健康食品 

(１７２) 

３０ 

（6,602） 

商品一般 

(２，４０６) 

デジタルコンテンツ 

 (５９３) 

不動産貸借 

（２３５） 

工事・建築 

（２０７） 

インターネット接続回線 

携帯電話サービス  

(１１６) 

２９ 

（5,009） 

デジタルコンテンツ 

(７２０) 

商品一般 

(６３４) 

不動産貸借 

（２３５） 

工事・建築 

（１８５） 

インターネット接続回線 

(１３１) 

２８ 

（5,225） 

デジタルコンテンツ 

(１,０１９) 

商品一般 

(３２５) 

不動産貸借 

（２８１） 

工事・建築 

（１９７） 

インターネット接続回線 

(１５３) 

２７ 

（5,154） 

デジタルコンテンツ 

(１,１６２) 

商品一般 

(２９２) 

不動産貸借 

（２４２） 

工事・建築 

（２２１） 

フリーローン・サラ金 

(１５３) 

 

⑥  年代別相談内容 
３１年度（契約当事者） 

区 分 １ 位 ２ 位 ３ 位 ４ 位 ５ 位 

20 歳未満 

(61) 

他の健康食品 

（１０） 

他の化粧品 

（８） 

デジタルコンテンツ 

役務その他サービス 

（６） 

商品一般 

（３） 

20 歳代 

(462) 

デ ジ タ ル コ ン テ ン ツ 

（６１） 

商品一般 

（３１） 

不動産貸借 

（２６） 

他の健康食品 

（１７） 

エステティックサービス 

（１６） 

30 歳代 

(516) 

デ ジ タ ル コ ン テ ン ツ 

（６３） 

不動産貸借 

（５０） 

商品一般 

（３６） 

他の健康食品 

（１６） 

工事・建築 
フリーローン・サラ金 
インターネット接続回線 
（１４） 

40 歳代 

(932) 

商品一般 

（９８） 

デジタルコンテンツ 

（８０） 

不動産貸借 

（３７） 

他の健康食品 

（３４） 
工事・建築 

（３３） 

50 歳代 

(1,121) 

商品一般 

（２３７） 

デジタルコンテンツ 

（８２） 

不動産貸借 

（４５） 

他の健康食品 

（４４） 

工事・建築 

（３８） 

60 歳代 

(1,007) 

商品一般 

（３２１） 

デジタルコンテンツ 

（６３） 

工事・建築 

（３６） 

他の健康食品 

（２８） 

基礎化粧品 

（２７） 

 70 歳以上 

（1,549) 

商品一般 

（５６３） 

工事・建築 

（９３） 

デジタルコンテンツ 

（８２） 

役務その他サービス 

（４２） 

インターネット接続回線 

（４１） 

不明 

（267) 

商品一般 

（２２） 

不動産貸借 

工事・建築 

（１３） 

役務その他サービス 

（１１） 

修 理 サ ー ビ ス 

（９） 
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ウ 救済金額  

救済金額の内容 ３１年度（令和元年度） ３０年度 

回復額※1 １６３，８７６千円 ４６，３３１千円 

クーリング・オフ額※2 ７９，４６０千円 ６２，１１７千円 

未然防止額※3 ２３，９１１千円 ５９，１１５千円 

※１：既に契約・申込みをしてしまった金額の全部または一部が相談者に返金された金額 

   もしくは、支払いを免除された金額 

※２：クーリング・オフにより、返金、解約、取り消された金額 

※３：契約前に相談したことにより、支払いを免れた金額（相談者の申告による金額を含む） 

 

（２）多重債務相談 

  本市の多重債務相談は、消費生活相談員による相談のみであったが、早期解決を図るため、平

成２０年６月から横浜弁護士会（H28.4.1 より神奈川県弁護士会へ改称）、神奈川県司法書士会の

協力により、専門相談（無料債務相談）を実施した。 

［場 所］ 北消費生活センター 

 ［日 時］ 毎週木曜日 午後１時２０分～４時３０分（１コマ約４０分/全８コマ） 

 ［件 数］ ※弁護士・司法書士相談件数は多重債務相談件数の内数 

年度 多重債務相談 

市で実施した専門相談 
市の専門相談以 

外への紹介等 

苦情相談に対する割合 
弁護士相談 司法書士相談 

３１年度 １０５件 ３９件 ０件 ６６件 １.８％(105/5,915 件) 

３０年度 １０３件 ５１件 ０件 ５２件 １.６％(103/6,602 件) 

２９年度  ９２件 ４７件 ０件 ４５件 １.８％( 92/5,009 件) 

２８年度 １１３件 ６７件 ０件 ４６件 ２.２％(113/5,225 件) 

２７年度 ８７件 ５４件 ２件 ３１件 １.７％( 87/5,154 件) 

 

（３）町田市との相互相談 

平成１２年に開催された首長懇談会により、平成１３年度から相互相談を開始。以後、毎年、

消費生活相談会議により、情報交換を実施。 

 ア 相互相談 

［相談状況］ 

年度 相模原市民が町田市へ相談 町田市民が相模原市へ相談 

３１年度 １９件（電話１３、来所 ６） ３５件（電話２９、来所 ６） 

３０年度 ２６件（電話１７、来所 ９） ３６件（電話２５、来所１１） 

２９年度 ２１件（電話１３、来所 ８） ３５件（電話１９、来所１６） 

２８年度 １７件（電話 ９、来所 ８） ２９件（電話２０、来所 ９） 

２７年度 ２１件（電話１４、来所 ７） ３２件（電話２０、来所１２） 

 

イ 消費生活相談会議 

   ［日 時］ 令和２年２月７日（金）午前１０時～午後０時２０分 

   ［会 場］ 北消費生活センター 会議室 
   ［内 容］ 消費生活相談状況、相互の情報交換（若年層への消費者教育、消費生活メール

マガジン、消費生活相談員の任用条件等）について 
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（４）他自治体合同キャンペーン 

ア 関東甲信越ブロック高齢者被害防止共同キャンペーン（９月） 

① 関東甲信越ブロック共同事業「高齢者被害特別相談」 
［日 時］ 令和元年９月１６日（月・祝）～１８日（水） 

午前９時～午後４時（１６日のみ午前９時～正午、午後１時～４時） 

［場 所］ 消費生活総合センター 

［内 容］ 高齢者を対象とした消費生活特別相談を実施 

②  その他取組 
・チラシ配架：市内公共施設 １，９２５枚 

・動画広告放送：市役所本庁舎、緑区合同庁舎、南区合同庁舎、神奈中バス（かなｃｈ） 

・パネル展示：消費生活総合センター窓口及び北消費生活センター常設展示室 

・メールマガジンによる注意喚起：延べ１，０３５名に配信 

・タウンニュース：９月５日号 

・ぱど：９月１３日号 

・本庁内放送：令和元年９月２日（月）～２０日（金） 

・報道機関への情報提供：令和元年８月３０日（金）正午 

 

イ 関東甲信越ブロック若者被害防止共同キャンペーン（１月～３月） 

① 関東甲信越ブロック共同事業「若者トラブル１８８番」 
［日 時］ 令和２年１月１３日（月・祝）～１５日（水） 

午前９時～午後４時（１３日のみ午前９時～正午、午後１時～４時） 

［場 所］ 消費生活総合センター 

［内 容］ 若者を対象とした消費生活特別相談を実施 

② 関東甲信越ブロック共通ポスターの掲示及びリーフレットの配布 
   ［場 所］ 市内の大学、専門学校、高等学校、中学校、公民館等 

   ［枚 数］ リーフレット １，０００部 ポスター １５０部 

③ その他取組 
・メールマガジンによる注意喚起：延べ１，０８０名に配信 

・大学及び専門学校のお知らせメールを通じた注意喚起：２校３，５０５名に配信 

・動画広告放送：市役所本庁舎、緑区合同庁舎、南区合同庁舎 

・パネル展示：消費生活総合センター窓口及び北消費生活センター常設展示室 

・本庁内放送：令和２年３月２日（月）～３１日（火） 

・報道機関への情報提供：令和元年１２月２０日（金）正午 

・はたちのつどいにおける啓発冊子の配架：令和２年１月１３日（月・祝） 

 

２ 消費者団体の育成・支援等 
消費者問題の解決及び消費生活に関する意識、取組の活性化を図るため、会議室の貸し出し等の

支援を行う他、活動の場を提供するなど、消費者団体の育成・支援等に取り組んだ。 

（１）消費者団体名簿 

ア さがみはら消費者の会（平成 29 年 6 月 14 日設立） 

    さがみはら消費者の会加盟団体 

 団 体 名 

１ 松葉町婦人会消費生活部 

２ 生活協同組合パルシステム神奈川ゆめコープ 

３ 個人参加 
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イ 市内の生活協同組合 

 組 合 名 

１ 生活協同組合ユーコープ 

２ 生活協同組合パルシステム神奈川ゆめコープ（相模センター） 

３ 神奈川北央医療生活協同組合 

４ さがみ生活クラブ生活協同組合 

５ 麻布大学生活協同組合 

６ 宇宙科学研究所生活協同組合 

７ 相模原市職員生活協同組合 

    ※相模原市生活協同組合運営協議会（１、２、３、４、５、６） 

 

（２）支援 

  ［内 容］ 会議室の貸し出し、市民若葉まつりでのブース出展協力、後援名義 等 

 

（３）協働等事業 

  消費者団体との協働等による消費生活事業として実施（詳細はＰ８参照） 

ア みんなの消費生活展（第５１回）（再掲） 

 ［内 容］ パネル展示及びクイズラリーを通した団体及び活動内容の発表の場の提供 

 ［団 体］ さがみはら消費者の会、相模原市生活協同組合運営協議会ほか 

 

（４）生活協同組合に係る市町村経由文書 

  経由対象文書は、生協法等に定める知事に提出するすべての書類となっているが、事

務の合理化・簡素化を図るため､市町村の施策に関係する書類に限定することとされて

いる。 

（事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定める規則） 

［対象経由文書］          平成３１年度 ４件（平成３０年度 ５件） 

［消費生活関連共催等名義使用承認］ 平成３１年度 １件（平成３０年度 １件） 

 

３ 計量及び表示の適正化 
（１）計量 

ア 計量器定期検査 

   計量法に基づき、商店、事業所等で取引・証明に使用される特定計量器について、商品の

量目の正確性と取引の適正化を図るため、２年に１回、市域を二分割して実施している(平

成１６年度～)。 
（  ）は不合格数 

年度 地区 実施者 事業者数 
検査個数 計 量 器 内 訳 

計 はかり 分銅・おもり 

３１ 南 
計量協会 ７８３ １８７０(18) １５７３(18) ２９７(0) 

上記以外 ７２ ６８７(6) ６１２(6) ７５(0) 

３０ 北 
計量協会 ２５１ ８９９(13) ６７４(4) ２２５(9) 

上記以外 ９４ ６６３(5) ６４７(5) １６(0) 

２９ 南 
計量協会 ７１８ １，８３０(13) １，４５８(8) ３７２(5) 

上記以外 ９３ ８１２(3) ７０９(3) １０３(0) 

２８ 北 
計量協会 ２４４ ８７１(8) ６４６(8) ２２５(0) 

上記以外 ９５ ５７４(4) ５７４(4) ０(0) 



 

 24  

イ 立入検査 

① 商品量目検査  

商品の製造及び販売の過程における適正な量目を確保し、消費者の不利益を防止する   

とともに事業者（主にスーパー）の計量管理指導を行った。 
（  ）は不適正数 

 

② 商品試買検査 

県及び計量特定市とともに、同一商品を対象に適正計量に係る量目検査を実施した。 

 

 

 

 

 

 

③ 特定計量器の検査 

    取引・証明に使用されている各計量器について、適正使用の確認及び計量管理の徹底を図

るため、各事業所へ立入り検査を行った。 

● 質量計             （  ）は不適正数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●石油ガスメーター（ＬＰガスメーター） 

     ［対象］ 市内石油(ＬＰ)ガス事業所        （  ）は不適正数 

 

 

 

 

 

 

年度 時 期 実施日 事業者数 検査個数 
検査個数内訳 

食肉類 魚介類 青果類 惣菜類 

３１ 

中  元 7/30 ２(0) １５５(0) ４０ ４０ ３５ ４０ 

年末年始 12/3・10・17 ６(0) ３５１(0) ８９ ７９ ７９ １０４ 

計 ８(0) ５０６(0) １２９ １１９ １１４ １４４ 

３０ 

中  元 8/14 ２(0) １４７(0) ３５ ４０ ３３ ３９ 

年末年始 12/4・11・18 ６(0) ４３８(0) １２０ １２０ ８０ １１８ 

計 ８(0) ５８５(0) １５５ １６０ １１３ １５７ 

２９ 

中  元 8/29 ２(0) １２８(0) ３６ ２６ ２８ ３８ 

年末年始 12/19～20 ４(0) ２７９(0) ７０ ８０ ７０ ５９ 

計 ６(0) ４０７(0) １０６ １０６ ９８ ９７ 

年度 実施日 商  品 製造業者数 種 類 検査個数 

３１ 10/8 マカロニ類 ２ ５ ２５ 

３０ 12/14 チョコレート ４ ５ ２５ 

２９ 9/19 米菓 ３ ５ ２５ 

年度 時 期 実施日 事業者数 検査個数 

３１ 

中  元 7/30 ２(0) １２(0) 

年末年始 12/3・10・17 ６(0) ３４(0) 

計 ８(0) ４６(0) 

３０ 

中  元 8/14 ２(0) １１(0) 

年末年始 12/4・11・18 ６(0) ２９(0) 

計 ８(0) ４０(0) 

２９ 

中  元 8/29  ２(0) ８(0) 

年末年始 12/19～20  ４(0) １８(0) 

計 ６(0) ２６(0) 

年度 実施日 事業者数 台帳検査個数 現物検査個数 

３１ 2/18・25 ２(0) ５，０７０(0) ３(0) 

３０ 2/8・15 ２(0) ９，４３５(0) ３(0) 

２９ 3/8・14 ２(0) ２４，９２０(0) ２(0) 
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●タクシーメーター 

    ［対象］ タクシー事業者             （  ）は不適正数 

 

 

            

 

 

●燃料油メーター 

［対象］ 燃料油販売事業者             （  ）は不適正数 

 

 

 

 

 

 

（２）計量思想の普及・啓発 

ア 正量取引強調月間運動 

商取引における計量の適正化と消費者の計量思想の啓発を図るため、商取引が増大する

中元期及び歳末期に実施した。 

［期 間］ 令和元年７月１日～３１日、１２月１日～３１日 

［内 容］ ポスターの作成・配布 

［配布先］ ７８箇所 

 

イ 計量教室（再掲） 

夏休み子ども消費者教室（Ｐ１２参照）の中で、公益社団法人神奈川県計量協会の方を

講師に、計量教室を実施した。 

 

ウ 計量ブースの出展（再掲） 

みんなの消費生活展（Ｐ８参照）の中で、計量ブースを出展し来場者へ計量に関する

クイズを出題するなど啓発活動を行った。 

 

エ 計量管理強調月間運動 

［期 間］ 令和元年１１月１日～３０日 

［内 容］ 計量管理実施報告書の受理及び進達、ポスターの作成・配布 

［配布先］ ９９箇所 

 

（３）表示監視（家表法及び製品安全四法に基づく立入検査） 

平成２４年４月１日から電気用品安全法、ガス事業法、液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律に基づく立入検査事務について県から移譲された。 

そのため、先に移譲されていた家庭用品品質表示法及び消費生活用製品安全法に基づく立入

検査（昭和５６年１月１日に県から移譲）とともに、日常生活で使う家庭用品に適正な表

示がされているか、消費生活用製品や電気用品などの指定された製品について、国が

定めた技術上の基準を満たしていることを証する表示があるかを立入検査により確

認した。 

 

 

 

 

 

年度 実施日 事業者数 台帳検査個数 現物検査個数 

３１ 2/18・25 ２(0) ６９(0) ３(0) 

３０ 2/8・15 ２(0)      ２４(0） ２(0) 

２９ 3/8・14 ２(0) ２３(0) ２(0) 

年度 実施日 事業者数 台帳検査個数 現物検査個数 

３１ 2/18・25 ３(0) ０ ４７(0) 

３０ 2/12・15 ２(0) ０ ３８(0) 

２９ 3/8・14 ２(0) ０ ４５(0) 
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※いずれの年度も店舗合計数は延件数 

 

ア 家庭用品品質表示法に基づく立入検査 

３１年度 検査実施店舗 ２店 

 

３０年度 検査実施店舗 ３店 

 

イ 消費生活用製品安全法に基づく立入検査 

３１年度 検査実施店舗  ２店 

 

３０年度 検査実施店舗 ３店 

 

ウ 電気用品安全法に基づく立入検査 

３１年度 検査実施店舗  ２店 

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違反内容 

直流電源装置（特定） ２ １０５ ０ 

 
 

リチウムイオン蓄電池 １ ７３ ０  

 

３０年度 検査実施店舗 ３店 

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違反内容 

直流電源装置（特定） ２ １，０６８ ０ 

 
 

 

区 分 店舗数 品目数 検査点数(Ａ) 
無表示

点数(Ｂ) 

不適正

点数(Ｃ) 

適正表示率 

(Ａ－(Ｂ＋Ｃ))/Ａ×100  

繊維製品 １ １４ ６９９ ０ ０ １００％ 

合成樹脂加工品 １ ８ ６１２ ０ ０ １００％ 

電気機械器具 ２ １５ １，１７３ ０ ０ １００％ 

雑貨工業品 ２ １３ １，６０１ ０ ０ １００％ 

合  計 ６ ５０ ４，０８５ ０ ０ １００％ 

区 分 店舗数 品目数 検査点数(Ａ) 
無表示

点数(Ｂ) 

不適正

点数(Ｃ) 

適正表示率 

(Ａ－(Ｂ＋Ｃ))/Ａ×100  

繊維製品 ２ ２４ １，２１０ ０ ０ １００％ 

合成樹脂加工品 ２ ７ １００ ０ ０ １００％ 

電気機械器具 ３ １７ １，４６１ ０ ０ １００％ 

雑貨工業品 ３ ２７ １，８７３ ０ ０ １００％ 

合  計 １０ ７５ ４，６４４ ０ ０ １００％ 

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違 反 内 容 

家庭用圧力鍋及び圧力釜 １ ４ ０  

ライター １ ９ ０  

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違 反 内 容 

家庭用圧力鍋及び圧力釜 １ ３ ０  

乗車用ヘルメット ２ ６７ ０  

レーザーポインター １ ２７ ０  

石油ストーブ ３ ３５ ０  

ライター ２ ３５ ０  
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エ ガス事業法に基づく立入検査 

３１年度 検査実施店舗 ２店 

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違反内容 

ガスこんろ １ ４ ０  

 

３０年度 検査実施店舗 ３店 

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違反内容 

ガスこんろ ３ ２９ ０  

 

 

オ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に関する立入検査 

３１年度 検査実施店舗 ２店 

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違反内容 

カートリッジガスこんろ １ ２ ０  

一般ガスこんろ １ ４ ０  

 

３０年度 検査実施店舗 ３店 

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違反内容 

カートリッジガスこんろ ３ ２０ ０  

一般ガスこんろ ３ ２９ ０  

ストーブ（開放燃焼式若しく

は密閉燃焼式又は屋外式） 
３ ３５ ０  
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